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１ 平成 27 年度予算の概要 
 
 

 

 ○国の予算の動向 
平成27 年度予算編成にあたっては、裁量的経費のみならず義務的経費も含め、聖域を設けずに大胆に歳

出を見直した上で、民需主導の持続的な経済成長を促す施策の重点化を図るため、民間需要や民間のイノベ

ーションの誘発効果が高いもの、緊急性が高いもの、規制改革と一体として講じるものを重視し、メリハリ

のついた予算とすることなどが基本的な考え方とされました。 

このような方針に基づいて編成された平成 27 年度の一般会計予算の規模は、96 兆 3,420 億円で、前

年度比0.5％増、基礎的財政収支対象経費は72 兆8,912 億円で、前年度比0.4％増となっています。 
    

○地方財政計画 
平成27 年度においては、通常収支分について、歳出面では、地方創生に対応するために必要な経費を計

上するとともに、社会保障の充実分等を含め、社会保障関係費の増加を適切に反映した計上を行う一方、国

の取り組みと歩調を合わせて歳出抑制を図ることとされました。歳入面では、交付団体を始め地方の安定的

な財政運営に必要となる地方の一般財源総額を適切に確保することを基本として、地方財政の運営上支障が

生じないよう適切な補塡措置を講じることとされました。 

また、東日本大震災分については、復旧・復興事業および全国防災事業について、通常収支とはそれぞれ

別枠で整理し、所要の事業費および財源を確保することとされました。 

平成 27 年度の地方財政計画（通常収支分）の規模は 85 兆 2,710 億円で、まち・ひと・しごと創生事

業費の計上などにより一般行政経費が 5.5％の増、公共施設等最適化事業費の計上などにより投資的経費の

地方単独事業費が 0.9%の増となり、全体では 2.3％、1 兆 9,103 億円の増となっています。また、歳入

のうち地方税は 7.1％増の 37 兆 4,919 億円、地方交付税は 0.8%減の 16 兆 7,548 億円となっており、

これらに地方譲与税、地方特例交付金、臨時財政対策債を加えた一般財源総額では 2.0%の増となっていま

す。 

 

Ⅱ 一般会計および特別会計の状況 

(1) 当初予算編成の背景 
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※　表示未満四捨五入の関係で、合計が一致しない箇所がある。

地域経済基盤強化・雇用等対策費

0.8兆円

財政投融資特別会計より受入れ

公庫債権金利変動準備金の活用

0.3兆円

（９６.３兆円） （９６.３兆円） （８５.３兆円）

地方法人税　　0.5兆円

H26繰越分 　　0.9兆円

特会剰余金　　0.1兆円

借入金等利子充当 0.2兆円

借入金償還　     0.3兆円

一般行政経費

３５.１兆円

（入口ベース）

一般会計より

受入れ
１５.５兆円

地方交付税　  15.4兆円
地方特例交付金 0.1兆円

国税収納金整理資金
交付税及び譲与税配付金特別会計

一般会計(歳入) 一般会計(歳出) 地方財政計画(歳出)

国

　
　
　
税

交付税対象税目

４５.９兆円

所得税　33.1％

法人税　33.1％
酒　税　　50％
消費税　22.3％

地方交付税等
１５.５兆円

法定率分　　　13.3兆円
別枠の加算　　 0.2兆円

既往法定加算　 0.4兆円
臨財加算　　　 1.5兆円
地方特例交付金 0.1兆円

自動車重量税等２.７兆円

その他の歳出
５７.４兆円

うち社会保障関係費　 31.5兆円

うち公共事業関係費　　6.0兆円

地方税

３７.５兆円

給与関係経費

２０.３兆円

（交　付　税） （交　付　税）

（出口ベース）

地方交付税

１６.８兆円

地方特例交付金　 0.1兆円

地方譲与税　２.７兆円

地方譲与税　２.７兆円

地方交付税

１６.８兆円
その他の税収

公債金

３６.９
兆円

建設国債
６.０兆円

地方特例交付金 ０.１兆円

元金返済
１３.３
兆円

その他

５.６兆円

維持補修費　１.２兆円

国庫支出金

１３.１兆円

公営企業繰出金(下記除く)0.9兆円

公債費等

１４.６兆円

国債費

２３.５
兆円

◎国の予算と地方財政計画との関係（平成27年度当初　通常収支分)

納付金（地方公共団体金融機構

の公庫債権金利変動準備金
の国庫帰属） 0.3兆円

交付税及び譲与税配付金

特別会計へ繰入れ　0.3兆円

水準超経費１.４兆円

利払い等
１０.１
兆円その他　５.０兆円

財政投融資特別会計
(歳入) (歳出)

赤字国債
３０.９
兆円

（臨財債　４.５兆円） 投資的経費

１１.０兆円地方債
９.５兆円

基礎的財政収支

対象経費

７２.９兆円

地
方
一
般
歳
出

兆
円

69.3

一
般
財
源
総
額

兆
円

61.5

54.5

兆円
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本格的な人口減少社会の到来と少子高齢化の進行、東日本大震災等を契機とした大規模な地震災害とエネ

ルギー政策などへの不安の高まり、これまでに経験したことのない異常気象による水害・土砂災害の恐れ、

経済・社会のグローバル化の進行など、本県を取り巻く情勢は大きく変化しており、時代の大きな転換期を

迎えています。 

その中で、様々な課題への対応が十分できていないと、将来に対する不安感や閉塞感が広がることになる

ため、将来に対する不安を安心に変え、夢や希望を抱くことができる豊かな社会を構築することが求められ

ています。 

 このため、平成 2７年度当初予算編成にあたっては、「すべての人々に居場所と出番を～人と人、人と自

然の共生社会の実現～」、「世界から滋賀へ、滋賀から世界へ」、「大規模災害などへの備え」という３つの視

点を重視して、基本構想に掲げる７つの重点政策に沿って施策を展開することにより、「夢や希望に満ちた豊

かさ実感・滋賀」を実現できるよう努めました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな「基本構想」と「行政経営方針」に沿って取り組む初年度の予算として、①対話と共感、協

働のもと、先駆的・重点的な施策に取り組むことにより、「夢や希望に満ちた豊かさ実感・滋賀」の

実現を目指すとともに、②安定的で持続可能な財政基盤の確立に向けて、引き続き歳入・歳出両面か

ら財政健全化の取り組みを進める。 

なお、消費の喚起、地方の活性化のため、国の「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に呼

応し、平成27 年度予算と平成26 年度補正予算を一体的に編成する。 

(2) 当初予算編成の基本方針 

※金額は事業費ベース 

重点
１

子どもの生きる力を育み、若者や女性が輝く
社会の実現

107.0 億円

（うち、重点化特別枠 4.1 億円）

重点
２

すべての人に居場所と出番があり、最期まで
充実した人生を送れる社会の実現

8.0 億円

（うち、重点化特別枠 1.4 億円）

重点
３

滋賀の強みを活かし、新たな強みを生み出す
滋賀発の産業の創造

5.5 億円

（うち、重点化特別枠 1.2 億円）

重点
４

琵琶湖をはじめとするめぐみ豊かな環境とい
のちへの共感を育む社会の実現

43.7 億円

（うち、重点化特別枠 1.4 億円）

重点
５

豊かに実る美しい地域づくりと滋賀・びわ湖
ブランドの発信

20.5 億円

（うち、重点化特別枠 1.8 億円）

重点
６

「文化とスポーツの力」を活かした元気な滋
賀の創造

6.4 億円

（うち、重点化特別枠 1.6 億円）

重点
７

人や「もの」が行き交う活力ある県土づくり
と安全・安心社会の実現

255.3 億円

（うち、重点化特別枠 1.1 億円）

合      計 446.4 億円
（うち、重点化特別枠 12.6 億円）
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一般会計当初予算額について、初めて 1,000 億円を超えた昭和 49 年度からの推移を見ると、ピークとな

る平成９年度までは右肩上がりに拡大しました。しかし、その後景気の低迷等により税収が伸び悩み、厳しい

財政状況に直面したことから、平成10 年度から本格的な財政構造改革の取り組みに着手しました。 

平成15 年度以降は、景気の回復や税源移譲の影響もあり税収が増加しましたが、その一方で「三位一体の

改革」による地方交付税の大幅な削減の影響や、平成21 年度に世界同時不況の影響により再び税収がマイナ

スに転じたことから、平成19 年度を除き、平成21 年度まで毎年度マイナス予算を編成してきました。 

平成22 年度および平成23 年度は、国の経済対策に対応した結果、予算規模は増加に転じましたが、平成

24 年度は、国の経済対策関連基金事業が減少したことなどから、前年度を下回ることとなりました。 

平成25 年度は、危機管理センターの整備や県立学校等の耐震対策の着実な推進、中小企業活性化の推進に

関する施策やいじめ対策関連施策に重点的に取り組むことなどにより、予算規模は２年ぶりに増加に転じ、ま

た、平成 26 年度についても、引き続き耐震対策を推進するとともに、子育て支援に関する施策などにより、

２年連続のプラス予算で、７年ぶりに5,000 億円を上回る予算規模となりました。 

平成27 年度は、医療介護提供体制の充実のための地域医療介護総合確保基金事業や、県立高等学校の再編

対策などの教育環境の改善への取り組みのほか、地方消費税率の引上げに伴う市町交付金の増加などにより、

3 年連続のプラス予算となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表 第4 表 財政規模の県民所得に対する比率（財政比重）の推移(平成18 年度～27 年度) → 58 ページ 

（対前年度当初予算比  232 億4,000 万円増 ＋ 4.5%） 

（対前年度当初予算比 205 億8,194 万円増 ＋10.5%） 

（対前年度当初予算比  11 億260 万円増    ＋  2.9％） 

             ※企業会計は収益的支出および資本的支出の合計を示しています。 

(3) 当初予算の規模等 
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○一般会計当初予算の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療介護提供体制の充実のための地域医療介護総合確保基金事業や、県立高等学校の再編対策な

どの教育環境の改善への取り組みのほか、地方消費税率の引上げに伴う市町交付金の増加などによ

り、３年連続のプラス予算で、2年連続で5,000億円を上回る予算規模。 

（国の経済対策関連基金事業を除く予算規模は、４年連続の増） 

平成27年度当初予算の主な増減要因   
 

○地方消費税市町交付金                 ＋93億円（ 145億円 → 238億円） 

○地方消費税都道府県清算金                   ＋81億円（ 122億円 → 203億円） 

○公共用地先行取得事業資金貸付事業費     ＋21億円（  68億円 →   89億円） 

○地域医療介護総合確保基金事業        ＋20億円（皆増） 

○農地中間管理事業促進費           ＋18億円（    3億円 →   21億円） 

○県立高等学校再編事業費           ＋17億円（    7億円 →   24億円） 

○学習船建造事業費              ＋11億円（皆増） 

○警察署移転新築整備               ＋ 9億円（  13億円 →   22億円） 

○展示交流空間再構築事業費（琵琶湖博物館）  ＋ 7億円（   1億円 →    8億円） 

○介護保険給付費県費負担金          ＋  7億円（ 123億円 →  130億円） 

○団体営農地農業用施設災害復旧事業費         ▲23億円（ 27億円 →   4億円） 

○危機管理センター整備事業          ▲20億円（  33億円 →   13億円） 

○県立学校耐震対策費                 ▲  8億円（  33億円 →   25億円） 

○基金（積立金） 

地域医療介護総合確保基金             ＋20億円（皆増） 

農地中間管理事業推進基金          ＋11億円（  4億円 →   15億円） 

子育て支援対策臨時特例基金           ▲22億円（  22億円 →   0億円） 
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5,153

5,386
（単位：億円） 国の経済 

対策関連 
基金事業  

その他 
の事業        

平27当初予算 5,386億円(対前年度+4.5%) 
３年連続プラス予算 
２年連続5,000億円台 

 

 

 

 

 

 

 

 

平26当初予算 

5,153億円 

平27当初予算 

5,386億円 

＋233 億円 

（＋4.5％） 

国経済対策
関連基金事
業を除き 

＋315 億円 
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     県税は、地方消費税率引上げ等を反映し 3 年連続の増加 
 
県税収入は、対前年度当初予算比 109 億円増（＋7.7%）の 1,520 億円で、3 年連続の増加とな

る見込みです。なお、基幹税目である個人県民税と法人二税の状況等は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 

(4) 当初予算のポイント 

26年度当初予算

1,411

27年度当初予算

1,520

個人県民税 515

個人県民税 510

法人二税 378

法人二税 407

123

209

120

122

182

180

93

92

545 
603 695 686 452 432 571 

410 394 

433 494 583 661 
725 

396 
222 312 282 310 378 407 

245 251 

274 
267 

251 
232 

241 

235 
229 216 

216 

252 

494 
533 

501 

445 
450 469 488 

515 

510 
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1,200

1,600
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平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27

(億円) (％)

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移

1,286
1,202

1,477

1,885
1,790

法人二税

県 税 に 占 め る
法 人 二 税 の 割 合

個人県民税

県 税 に 占 め る
個人県民税の割合

その他の税

(年度)

1,273 1,310

◆主な税目の状況 

三位一体の改革
による税源移譲 

地方法人特別税の
導入（法人事業 
税の一部国税化） 

1,411 

地方消費税 軽油引取税 自動車税 その他の税 

1,520 

(億円) 
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       地方交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な地方

交付税は減少。一般財源総額についても前年度を下

回る見込み。  
 

地方交付税は、対前年度当初予算比で 20 億円減（▲1.7%）の 1,140 億円、地方交付税の振替

措置である臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税についても、対前年度当初予算比で 127

億円減（▲7.9%）の 1,483 億円となり、前年度を下回る見込みです。 

また、これらに県税、地方譲与税、地方特例交付金を加えた一般財源総額についても、前年度当

初予算比で 24 億円減の 3,260 億円で、前年度を下回る見込みです。 
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H27

地方交付税 1,160 

地方交付税 1,140 

臨時財政

対策債

450

臨時財政

対策債

343 

県 税 1,411 

県 税 1,520 

地方譲与税 256 

地方譲与税 250 

地方特例

交付金

7

地方特例

交付金

7

（億円）
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600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27

1,480 
1,360 1,418 

1,252 1,185 
1,071 

958 871 917 
1,108 1,132 1,122 1,134 1,163 1,140 

100 
201 

411 

296 
228 

206 
186 

227 

458 

661 501 494 502 453 
343 

（億円）

（年度）

地方交付税および臨時財政対策債の推移

当初予算における一般財源総額 

（注）平成 25 年度までは決算額、平成 26 年度は最終予算額、平成 27 年度は当初予算額です。 

臨時財政対策債 

地  方 

交付税 

実質的な地方交付税 1,610 

実質的な地方交付税 1,483 （▲127） 
 

3,260 億円 
（▲24 億円） 

3,284 億円 
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      公債費や社会保障関係費などの裁量が少ない経費が 

増加  
 

過去に発行した県債の返済のための公債費や、国民健康保険や介護保険等の社会保障関係の法令

に基づく県負担金など、県の裁量が少ない義務的経費が年々増加傾向にあります。 

この結果、投資的経費をはじめとする政策的経費が圧迫され、財政が硬直化した状況が続いてい

ます。 

  

 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27

77.7 80.4 
7.8 

89.3 101.2 110.3 114.6 119.3 124.3 128.2 130.8 

83.1 87.0 
90.6 96.6 101.0 105.2 112.8 118.3 122.8 129.5 

26.3 30.0 
30.5 30.5 

33.8 34.0 
39.3 39.6 39.4 39.2 

71.3 72.4 
67.8 

73.9 
78.1 77.9 

91.2 91.7 
100.6 107.7 

258.4 
269.8 

286.0 
302.2 

323.2 331.7 

362.6 373.9 
391.0 407.2 

（億円）

（年度）

主な社会保障関係費の状況

(注) 1 平成25年度までは決算額、平成26年度は最終予算額、平成27年度は当初予算額です。

2 「国民健康保険関係費」には、国民健康保険調整交付金、国民健康保険基盤安定対策費負担金、高額医療費共同事業負担金を計上し、

「後期高齢者医療費対策関係費」には、後期高齢者医療給付費県費負担金、後期高齢者医療基盤安定対策費負担金、後期高齢者医療高

額医療費県費負担金を計上しています。

国民健康保険

関係費

児童手当負担

金・子ども手当

負担金

介護保険給付

費県費負担金

後期高齢者医

療費対策関係

費

老人医療給付費

県費負担金

559
616 644

676 695 694 664 678 704 729 752 753 781 764 797 812
818

6,104
5,802 5,960

5,614 5,492 5,285 5,027 4,950 4,922 5,057 5,323 5,226 5,027 4,848 5,093 5,046
5,386

9.2%
10.6% 10.8%12.0% 12.7% 13.1% 13.2% 13.7% 14.3% 14.4% 14.1% 14.4% 15.5% 15.8% 15.7% 16.1% 15.2%

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27

歳出総額と公債費の推移
公債費

その他歳出

歳出総額に占める公債費の比率

（注） 1 平成25年度までは決算額、平成26年度は最終予算額、平成27年度は当初予算額です。
2 公債費は、NTT債および借換債を除いてます。

(億円）

（年度）
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      プライマリーバランスは、当初予算比較で２年連続 

で黒字を維持 
 

プライマリーバランスは、県債以外の歳入で、県債元利償還金を除いた歳出をまかなえるかどう

かを示す基礎的財政収支のことで、これが黒字であれば財政の中長期的な持続可能性を保つことが

できるとされています。 

平成 27 年度当初予算では、２年連続で黒字を維持し、財政収支の改善を図っています。 

 

平成 27 年度のプライマリーバランスのイメージは、下図のとおりです。 

 

 

県税収入等 

（県債以外の収入） 

県債の元利償還金 

を除く支出 

4,587 億円 

県債の元 
利償還金 

4,568 億円 

県債発行に
よる収入 

歳  入 歳  出 

県債を除いた県税等
の歳入で、その年度
の行政サービスに必
要な歳出をまかなうこ
とができています。 

歳入（県債除く）が歳出（元利償還金
除く）を上回っていることから、プラ
イマリーバランスは黒字となります。
（＋19億円） 

本来、地方交付税として交付されるべき
臨時財政対策債を県債ではなく、地方交
付税とみなすと、プライマリーバランス
は、さらに黒字となります。（＋362億円） 

プライマリーバランスが黒字 

 

臨時財政対策債 343 億円

179

△31

△126 △92

114 94 75 115

△59

△208
△124

53 41
15

63 19
69 75 

319 
410 

322 
281 301 

168 
250 

537 554 535 517 516 

362 

5,365 

5,285 

4,812 4,705 

4,651 

4,439 
4,348 4,335 

4,270 4,365 4,350 

4,299 
4,126 

4,311 4,366 

4,587 

5,186 

5,316 

4,938 
4,797 

4,537 
4,345 

4,273 4,220 

4,329 
4,573 4,474 

4,246 
4,085 

4,296 4,303 

4,568 

1,500

2,000
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3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

△400

△200

0

200
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1,400

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27

(億円)
(億円)

(年度)

プライマリーバランスの推移
県債除く歳入額

元利償還金除く歳出額

（注） 平成25年度までは決算額、平成26年度は決算見込額、平成27年度は当初予算額です。

臨時財政対策債を地方交
付税とみなした場合のプ

ライマリーバランス

プライマリーバランス
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臨時財政対策債などを除く実質的な県債は、発行額は 

増加傾向であるものの、残高は減少傾向 
 

県債発行額は 798 億円で、対前年度当初予算比 10 億円（▲1.2%）の減となっています。これ
は、高等学校建設費や学習船建造事業費の増、財源対策として退職手当債の発行を見込む一方、臨
時財政対策債の発行額を対前年度当初予算比 107 億円減の 343 億円としたことなどによるもので
す。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
県債残高は年々増加しており、平成 27 年度末には 1 兆 780 億円になる見込みです。県ではこ

れまでから県債残高の減少に努めてきましたが、臨時財政対策債の占める割合が依然として高く、

これが県債残高の増加に大きく影響しています。 

しかし、平成 27 年度末の県債残高には、臨時財政対策債（4,332 億円）のほか、前年度に発行

する見込みであった繰越事業に係る県債（79 億円）が含まれることから、これらの県債残高を除く

実質的な県債残高は 6,369 億円となり、これまでと同様、減少傾向を維持する見込みです。 
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7,465 7,692 7,904 7,842 7,682 7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 7,245 6,967 6,721 6,547 6,385 6,369

100 301 
713 1,008 1,234 1,421 1,568 1,744 2,135 2,715 3,124 3,531 3,898 4,183 4,332 

7,465 7,792 
8,205 

8,555 8,690 8,801 8,929 9,006 9,236 
9,631 9,960 10,091 10,252 10,445 10,568 10,780

(億円)

(年度)

県債残高の推移

(注) 平成25年度までは各年度末現在高であり、平成26年度は決算見込額、平成27年度は当初予算額に基づく各年度末

現在高見込額です。
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656
498 484 500 450 343

982 

799 838 857 808 798

（億円）

県債発行額（一般会計）

臨時財政
対 策 債 

＋149 

実質的な 
県 債 
▲ 16 

◇臨時財政対策債 
H26→H27 ▲107 億円 

◇実質的な県債（臨時財政対策債以外） 
H26→H27  ＋97 億円  

・退職手当債        ＋40.0 億円 
・高等学校建設費     ＋18.7 億円 
・学習船建造事業費   ＋ 8.0 億円 
・展示交流空間再構築  ＋ 5.1 億円 
 （琵琶湖博物館） 

前年度か
らの繰越 

79 
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      財源不足等に対応する基金残高を確保  
 

年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金と借入金の返済に備えるための県債管理基

金は合計で 62 億円取り崩すこととしており、平成 27 年度末の残高は両基金あわせて 252 億円と

なる見込みです。 

また、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金については、国の経済対策

関連基金事業の進捗に伴い、総額としては減少する見込みですが、平成 27 年度も引き続き各事業

に充当し、活用することとしています。 
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42 

73 47 53 46 50 
23 37 

75 98 145 181 190 154

769 716 660 607 585 528 

357 303 318 270 

108 
185 182 171 146 145 

106 
37 72 86 

102 
119 123

98

650 
595 

519 
426 

401 
371 

362 383 397 460 

397 

383 
308 275 281 249 326 

644 
613 497 442 

412 355 
301

1,497 

1,399 

1,277 

1,129 
1,082 

989 

799 766 795 813 

547 
641 

537 
499 473 444 455 

718 760 
681 689 712 668

553

（億円）

（年度）

基金残高の推移（一般会計）
特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

（注）平成25年度までは各年度末現在高であり、平成26年度は決算見込額、平成27年度は当初予算額に基づ く各年度末
現在高見込額です。

■平成 27 年度末現在高見込み
 

財政調整基金          15,423 

県債管理基金           9,764 

福祉・教育振興基金         8,332 

国民体育大会・全国障害者スポ  3,572 
ーツ大会運営等基金 

琵琶湖管理基金          3,276 

環境保全基金             703 

森林整備担い手対策基金          876 

介護保険財政安定化基金       356 

後期高齢者医療財政安定化基金    505 

農地中間管理事業推進基金      482 

ふるさと・水と土保全基金     1,197 

近江大橋等維持修繕基金      1,041 

学習船建造基金           438 

文化財保存基金          878 

平成 27 年度末現在高 
県債管理基金  98 億円 
財政調整基金 154 億円 

計    252 億円 

主な基金の状況 

■平成 27 年度中の取り崩し予定額  

財政調整基金            3,600 

県債管理基金           2,614 

福祉・教育振興基金        1,000 

東海道新幹線新駅地域振興等基金  375 

琵琶湖管理基金          545 

環境保全基金           365 

琵琶湖森林づくり基金        854 

地域医療介護総合確保基金    1,954 

後期高齢者医療財政安定化基金    241 

地域医療再生臨時特例基金       470 

子育て支援対策臨時特例基金    378 

緊急雇用創出事業等臨時特例基金  340 

農地中間管理事業推進基金        2,066 

鉄軌道関連施設整備促進等基金   324 

学習船建造基金          286 

平成４年度末の財政調整基金
および県債管理基金の現在高
は、過去最大の 847 億円 



 引上げ分の地方消費税収 百万円

　※社会保障財源化分の市町への交付金を除いています。

 社会保障施策に要する経費 百万円

（単位：千円）

○上記①のうち、社会保障施策の充実に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

＜主な施策の内容＞

・子ども・子育て支援新制度への移行に伴う経費 千円

・地域医療介護総合確保事業に要する経費 千円

・国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充に要する経費 千円

・国民健康保険への財政支援の拡充に要する経費 千円

・難病・小児慢性特定疾患にかかる助成制度に要する経費 千円

・介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化に要する経費 千円

○上記①のうち、社会保障施策の充実以外の使途に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

・社会保障の安定化分として、既存の社会保障施策に要する経費 千円

　（介護保険給付費負担金、障害者自立支援給付費等負担金など）

・消費税および地方消費税の税率の引上げに伴う社会保障経費の増（公経済負担分） 千円

386,319

歳 出

歳 入
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5,552,938

4,443,062

9,109,579

11,254,078

46,654,045

経　費

614,770

9,996,000

一　般　財　源
引上げ分の

地方消費税①
その他

1,234

349,947

4,001

4,322,999 13,707,015

6,057,585

引上げ分の地方消費税収が充当される社会保障関係施策に要する経費

333,736

31,993,901

280,588

645,197

923,533

財　源　内　訳

特定財源
（国庫補助金等）

11,630,244

(内訳）

221,826

6,662,697

270

444,923

510,238

1,846,054

1,653,353

1,558,824

5,058,231

754,300

1,170,471

121,476

1,037,206

39,700

2,082,140

157,369

0

446

6,037,602

40,624

3,081,688

24,738

763,292

30

138

65,315

0

合 計 62,687,647

3,445,224

保健

衛生

医 療 に 係 る 施 策 事 業 1,187,172

感染症その他の疾病予防対策 2,301,051

そ の 他 161,816

小 計 3,650,039

8,463,195

低 所 得 者 支 援 事 業 40,000

そ の 他 1,372

小 計 21,475,238

社会

保険 国 民 健 康 保 険 事 業 11,020,948

介 護 保 険 事 業 12,907,431

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 13,633,991

小 計 37,562,370

分野 事　業　区　分

社会

福祉

生 活 保 護 事 業 1,035,768

児 童 福 祉 事 業 10,062,806

母 子 福 祉 事 業 368,040

障 害 者 福 祉 事 業

高 齢 者 福 祉 事 業 1,504,057 678,112 412,489 413,456

5,202,767

350,171

62,688

9,996

38,426

2,300,805

651,254

400,485

168,911

953,129

99,136

849,992

社会保障と税の一体改革により、地方消費税の税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充実・
安定化に活用することとしています。

地方消費税の税率引上げによる増収分の活用について


